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4 月  円安が進行し、20年ぶりに1ドル130円台に突入 
4 月  新型コロナウイルスの感染拡大により中国・上海でロックダウン、サプライチェーンに深刻な
　 　 影響 
5 月  日本の企業物価指数が過去最高、原材料費の高騰が影響 
7 月  安倍晋三元首相が銃撃され死亡、国内外に衝撃 
9 月  日本政府が円買い介入、24年ぶりの為替介入 

研究委員会・ガイドブック

「人材確保！人手不足を打破する自社流の採用・育成・定着を考える」
研究委員会 （報告書 2023年5月発行）

想定を超える速さで人口減少が進む中、人手不足への対応は重要かつ喫緊の課題として注目さ
れている。社会や働き方の変化により、企業と人の関係や産業構造も大きく変化しており、従来
の採用・育成方法では対応が難しくなっている。企業は、どのような人材が必要で、何が不足し
ているのかを改めて見直し、「人手不足」の本質に向き合う必要がある。本書では、そうした課題
への具体的な検討材料として、研究成果を整理した。  

2023年2月に研究会が実施したアンケートでは、会員企業の
76.3％が人手不足を実感していることが明らかになった。対応
策としては、①組織のスリム化・効率化、②人材の採用・育成・定
着が求められる。加えて、どのような人材が不足しているかを
明確にすることが重要である。
研究会では、人材を「専門性・創造性」と「役割」の2 軸で分類し、
4つのグループに分けて不足状況を整理。多様な人材の活用や、
複数施策を組み合わせた“合わせ技”による人材確保の可能性を
提言した。

女性活躍推進に関する取り組み実態調査報告書  
～ 10年間を振り返り今後を考える～　　　　　　　 （2023年3月発行） 

少子高齢化やDX・GXの加速、コロナ禍による生活・働き方の変化など、企業を取り巻く環境は
大きく変化している。経済の持続的成長には労働生産性の向上と労働参加率の上昇が不可欠で
あり、多くの企業が「ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）」を経営課題と捉えている。本
会では「女性の活躍推進」に取り組んできた中、10年ぶりの実態調査で企業の取り組みの変化
や県内と全国の違い、成果と課題を整理するとともに、5社の事例を紹介した。

⑴女性社員が「働き続けられる環境整備」
　・正社員に占める女性割合は2012年からほぼ倍増（12.8％→24.8％）。
　・平均勤続年数の男女差は縮小（▲6.8 年→▲4.1 年）。
⑵当地の課題
　・非製造業では女性正社員割合が大幅増（15.9％→44.3％）、製造業は微増（11.4％→12.8％）。
　・男性の育児休業取得促進に62.1％の企業が取り組む一方、取得率 0％の企業が33.2％。
　・女性の役員・管理職割合は全国平均を大きく下回る（役員：4.6％、部長：2.5％、課長：5.1％）。
⑶企業から行政への要望
　・「保育所の増設」は減少傾向（61.8％→39.8％）ながら最多。
　・「柔軟な働き方への法規制緩和」「配偶者控除制度の見直し」も30％超の要望。

テーマ設定の背景と目的

テーマ設定の背景と目的

調査・研究成果

調査・研究成果

�j�Œ�]�&�æ	�� �q�p�x�z

�®�Í�”�Ä�Æ�”�³�¿�Ó�Ï�™
•�t��̄w	��«�t�•�‰�`�z

�¿�X�'�À�t�•�‰�›�z�|�T�Z�o�M�V�‡�b�{

�$ 	B�y� j �Œ�] �&�æ	� �   �q

���������å���D�����Ô
C�æ

���y�y�A�•���
���������¢�Š�.���
���������´
k�������£

�q�»�A� �̈•������ ���������¢�Š�.������ ���������´
k�����Ë�£

�ß�����������������y�Ê�y�0�¢�¤�à�ë�Ë�¸�è����
j�����ø�y�Ê�y�0	Ž�»�q�^	t�Ï�ç���Š
�5�&�-�������������������������y�'�"�9������������������������

�6�3�-���I�U�U�Q�T�������X�X�X���B�J�L�F�J�L�Z�P���D�P�N


 � � P � ¬ � - � �

�	�
Æ�
�›�'
��b�”�×�þ�v�w
�>�;�~�­
R�~���£�›�ß�Q�”


��P�¬�-�‚

�y 
�	�
Æ�
�›�'
��b�”�×�þ�v�w�>�;�~�­
R�~���£�›�ß�Q�”

�j�Œ�]�&�æ	�� �q

� � � � � � � � �å � � �D


�
ï ������

愛知県経営者協会では、「パートナーシップ構築宣言」の趣旨に賛同し、

広く企業に賛同を呼びかけていきます。

編集　愛知県経営者協会

2023年3月発行

〒460-0008　名古屋市中区栄二丁目10番19号　名古屋商工会議所ビル7階
TEL052-221-1931　FAX052-221-1935

URL https://www.aikeikyo.com

女性活躍推進に関する取り組み
実態調査報告書
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～10年間を振り返り今後を考える～
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02 体系化した4つの人材グループ
　「人手不足」と一括りにせず、「どのような人材が不足しているか」を考える
　本書においては、「専門性・創造性」と「役割」に関する2つの軸で分類（図22）し、人材を大きく4つの
グループに整理した。そして、各人材グループの特徴から自社における過不足の程度、人手不足の要因
と解消に向けた課題・方策を考察している。自社の社員の現状を踏まえ、人手不足の状況を理解する一
つのツールとして役立てていただきたい。

　図22の見方としては、まず、縦軸を「専門性・創造性」が高い～低いとした。
　ここでの「専門性」とは、特定の領域に関する高度な知識と経験のことを指し、「創造性」は高度な知
識や経験をベースとして、それまでの発想ややり方などにとらわれず、付加価値を創り出すスキルを
意味するものと定義している。「専門性・創造性」の高いグループは分類上（B＋C）であり、「専門性・創
造性」の低いグループは分類上（A＋b）が構成要素として該当する。
　次に、横軸を「役割」の違いとして「管理者（ｂ＋Ｃ）」と「作業者（Ａ＋Ｂ）」に分類した。違いは「管理
者」がチームの管理を職責として抱える一方で、「作業者」は自己管理することに責任が置かれている。
　このように縦軸と横軸を組み合わせて、以下の4つのグループに整理される。

　企業人としては、グループＡ→B（もしくはｂ）→Ｃという変遷を経ながら成長していく姿を描くこ
とができる。
　一般的に、多くの人は学校を卒業するタイミングで就職に至り、図22におけるグループＡの人材に
該当する。グループＡにいた人材の多くは、専門性が高まり一人前、熟練、スペシャリストとみなされ
るようにグループＢに向かって成長していく。（図で示す上方向への移動）。

図22 「専門性・創造性」と「役割」に関する4つの分類

図18 経営理念・ビジョンが人材戦略に影響を及ぼす概念図

専
門
性
・
創
造
性

出所：会員アンケートより筆者作成
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時代の流れを超えてどのような経営の姿勢を
貫くのかという企業として目指す姿

経営理念やビジョンをより
具体化するための手段や道筋

経営戦略をもとにして、人材活用の
最適化に向けた手段を決定
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図32 「専門性・創造性」と「役割」に関する4つの分類
（新卒層のキャリア）
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図34 「専門性・創造性」と「役割」に関する4つの分類
（水平的成長）
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図35 「専門性・創造性」と「役割」に関する4つの分類
（垂直的成長）
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図37 「専門性・創造性」と「役割」に関する4つの分類
（定着／離職）
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図38

機械化による代替のしやすさ、配置転換による補充のしやすさ
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出所：会員企業アンケート

機械化による代替のしやすさ 配置転換による補充のしやすさ

1位 ③専門性・創造性が低い（●％） ③専門性・創造性が低い（●％）

2位

3位

4位

若年層

中堅層

幹部層

管理者作業者

役割

人口減少に伴い、「作業者」のパイが縮小し、企業同士の人材獲得競争が激化

図39 社会・経済環境の変化に伴い、企業における専門性・創造性の需要が拡大
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◆「専門性・創造性」と「役割」に関する４つの分類について
　グループA：「専門性・創造性は低く、一人の作業者としての役割を担う」
　グループＢ：「高い専門性・創造性を有し、一人の作業者としての役割を担う」
　グループｂ：「専門性・創造性は低く、管理者としての役割を担う」
　グループＣ：「高い専門性・創造性を有し、管理者としての役割を担う」

【図22　「専門性・創造性」と「役割」に関する4つの分類】

その他の調査・
研究成果

「コロナ禍における働き方改革の事例集
～ポストコロナを見据えた働き方改革の進化に向けて～」（2022年5月） 
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主な出来事

公益財団法人  産業雇用安定センターとの連携協定を締結
　·	（公財）産業雇用安定センター愛知事務所と、労働力移動の円滑化を

目的とする連携協定を締結（経営者協会として全国初）。
　·	 人材不足が深刻化する中、当地産業を支えるエッセンシャルワー

カーの確保や、成長分野への速やかで円滑な人材の提供を目指し、会
員企業の人材ニーズやキャリア形成に関する情報を相互に共有し、
人材交流や労働力融通の活性化に取り組み、地域・経済の持続的な成
長に貢献していくとした。

持続的な賃上げと適正な価格転嫁に向けた愛知会議を開催
　·		 「持続的な賃上げと適正な価格転嫁に向けた愛知会議」が開催され、

愛知県知事をはじめ、愛知労働局長、連合愛知会長、本会大島会長ら
が出席した。

　·	 持続的な賃上げと労務費も含めた適正な価格転嫁ができる環境づく
りに向けて、企業労使に加え、 国や地方の行政機関がそれぞれの役
割を果たしていく必要があるとし、労使と行政が連携し、地域社会全
体で一体となって取り組んでいくことを確認した。

取引適正化・価格転嫁推進フォーラム初開催
　·	 愛知県をはじめ、国の行政機関、経済・労働・金融団体など12団体が連携し、2023年2月に発出した「適

正な取引・価格転嫁を促し地域経済の活性化に取り組む共同宣言」か
ら1年が経過し、価格転嫁のさらなる機運醸成を図るため、「取引適正
化・価格転嫁推進フォーラム」を共同で開催した。

　·	 フォーラムでは、公正取引委員会による「労務費の適切な転嫁のため
の価格交渉に関する指針」に関する講演や、企業の取組事例の発表が
行われ、最後に各団体の代表者が、共同宣言の一層の実効性向上に向
けた決意を新たにした。

  5 月  新型コロナが「5 類感染症」に移行、社会活動の制限が大幅に緩和 
  5 月  Ｇ７広島サミット開催、ウクライナ情勢やAI 規制、経済安全保障などが議題に 
  6 月  東京株式市場が33年ぶり高値を更新、バブル期以来の水準に到達 
  9 月  インボイス制度導入、中小企業・個人事業主に影響 
10 月  イスラエル・ハマス紛争勃発、原油価格高騰、世界経済に影響 
 1 月  能登半島地震が発生（最大震度７）、死者は直接死と関連死を合わせ 690名以上、インフラ・ 
         住宅に甚大な被害

社会経済
の動き

2023年度

2月

2月

12月
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  5 月  新型コロナが「5 類感染症」に移行、社会活動の制限が大幅に緩和 
  5 月  Ｇ７広島サミット開催、ウクライナ情勢やAI 規制、経済安全保障などが議題に 
  6 月  東京株式市場が33年ぶり高値を更新、バブル期以来の水準に到達 
  9 月  インボイス制度導入、中小企業・個人事業主に影響 
10 月  イスラエル・ハマス紛争勃発、原油価格高騰、世界経済に影響 
 1 月  能登半島地震が発生（最大震度７）、死者は直接死と関連死を合わせ 690名以上、インフラ・ 
         住宅に甚大な被害

研究委員会・ガイドブック

「人生100年時代の人事戦略」研究委員会 （報告書 2024年5月発行） 

長寿化が進み「人生100年時代」と言われる今、ライフスタイルや価値観が多様化し、企業と個人
の関係も大きく変化している。「人100年時代の人事戦略を考えなければ企業は立ち行かなくな
る」という問題意識のもと、企業を担う人財の働き方や人事戦略の在り方について未来像だけ
でなく現在とのつながりの中で課題を捉え、現実的な方向性と具体策を整理した。
 

「人生100年時代」では、従来の「教育・仕事・老後」の3ステー
ジから、年齢に縛られないマルチステージ型の人生へと変
化している。学び直しや転職、長期休暇など選択肢が多様
化する中で、企業は従業員一人ひとりと真剣に向き合う必
要がある。これからの人事戦略は「企業目線」から「従業員
目線」へと転換し、指示する役割から、従業員の選択を「認め
る」役割へと変わる。
従業員が主体的にキャリアや働き方を選べるよう、人事は
ニーズを理解し、選択肢を提供することが求められる。こ
れこそが「人生100年時代の人事戦略」である。

労働生産性向上の取り組み事例集
～働き方改革の深化と企業間連携の強化～ （2023年7月発行）  

急速な人口減少による労働力不足や、DX・GXの推進による産業構造の変革が進む中で企業が
持続的に成長するには、働き方改革の継続・深化と労働生産性の向上が不可欠である。インプッ
トの最適化とアウトプットの最大化を両立し、企業間連携によってサプライチェーン全体の付
加価値を高めることが重要である。
本書では、今後の取り組みの参考として、9社の事例を紹介する。

テーマ設定の背景と目的

テーマ設定の背景と目的

調査・研究成果

調査・研究成果

『労働生産性向上の取り組み事例集』

～働き方改革の深化と企業間連携の強化～

２０２３年７月

【図3-3　従業員目線の人事戦略のために人事部が取り組むべき課題】

企業内の取組み 企業間の連携

働き方改革
フェーズⅠ 
（労働投入の効率化）

１.デジタル技術活用による業務の効率化
　　DXの推進により業務を効率化し、長時間労働の是正を図る取組み
　⑴RPA の導入による業務の効率化
　　①㈱古川電機製作所
　　②太田油脂㈱
　⑵DX による製造ライン及び間接業務の効率化
　　③DMG 森精機㈱
　　④久野金属工業㈱ 

３．サプライチェーン全体の付加価値の向上と共有 
「パートナーシップ構築宣言」の趣旨に賛同し、発注
側の立場でサプライチェーン全体の付加価値の向上
と共存共栄を目指した取組み

　　⑦大同特殊鋼㈱
　　⑧東邦ガスネットワーク㈱
　　⑨東海旅客鉄道㈱ 働き方改革

フェーズⅡ
 （付加価値の最大化）

２．エンゲージメントの向上による付加価値の最大化
多様な働き方や就労環境の整備により、エンゲージメントを高め、労働
生産性の向上に結び付ける取組み

　⑴健康経営の導入
　　社員の健康確保は事業を行う企業活動の基盤
　　⑤大橋運輸㈱
　⑵エンゲージメントの可視化
　　社員のエンゲージメントを調査・把握し、各種制度設計と運用に反映
　　⑥㈱アイシン
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主な出来事

 「技能実習制度および特定技能制度の見直しに関する説明会」を開催
　·	 技能実習制度は、人材育成成を通じた国際貢献という制度目的と国内の人材確保という実態の乖離、

労働者の人権保障、不適切な送出しをしている事業者の存在等が問題とされ、政府の有識者会議にお
いて、制度の見直しに向けて議論されてきた。

　·	 有識者会議の最終報告書を受けた対応方針が関係閣僚会議において決定され、2024年通常国会への
法案提出が予定されたため、急遽、有識者会議メンバーの（一社）日本経済団体連合会 産業政策本部
上席主幹 脇坂大介氏をお招きし、制度見直しの内容、制度移行の見通し、企業への影響等について解
説いただく機会を設けた。

「価格転嫁促進 実務セミナー」を開催
　·	 想定を上回るペースの少子化、新型コロナウイルス感染症の収束と相まって、足元では地域・業種を

問わず人手不足が深刻化し、労働生産性向上への取り組みが一層重要となったが、取引慣行や商慣行
のため自社だけでは解決が難しい課題の一つに価格転嫁があった。

　·	 そこで、会員企業の価格転嫁に向けた支援にいち早く取り組み、成果をあげた（一社）日本自動車部品
工業会から業務部兼総務部 課長 渡邊嵩大氏を講師としてお招きし、取引適正化や価格転嫁を進め
た事例、活用したツールを解説いただく機会を設けた。

「女性に選ばれる地域づくりに向けた車座対話～ in愛知～」石黒副会長と会員企業3社が参加

　·	 政府主導の女性の活躍推進プロジェクトの一環として、男女間の賃金格差の解消などに向け、矢田稚
子内閣総理大臣補佐官と愛知県内企業との車座対話が開かれた。

　·	 愛知県から牧野利香副知事、本会から石黒副会長（大同特殊鋼㈱
会長）、県内の代表企業として本会会員からデンソー・東海東京証
券・碧海信用金庫の3社が出席した。

 「持続的な賃上げの実現に向けた愛知会議」を開催
　·	 持続的な賃上げの実現に向けた環境整備と取り組みに

ついて、企業労使に加え、国や地方の行政機関がそれぞ
れの役割を果たしていく必要があるとし、労使と行政
が連携し地域社会全体で一体となって取り組んでいくことを確認した。

4月

4月

9月

2月

  4 月  円安34年ぶりに１ドル160円台、輸入物価の上昇や生活コストへの影響が懸念 
  7 月  第33回夏季五輪パリ大会開幕、日本は金20個、銀12個、銅13個を獲得
  8 月  第17回パラリンピック開幕、日本は金14個、銀10個、銅17個のメダルを獲得 
  8 月  宮崎沖で震度６弱の地震発生、気象庁が初の臨時情報発表 
  1 月  トランプ米大統領就任、対日関税政策の懸念が高まる 
  3 月  春季労使交渉、賃上げ率が33年ぶり高水準（経団連調査の大手企業アップ率5.58%）

社会経済
の動き

2024年度
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  4 月  円安34年ぶりに１ドル160円台、輸入物価の上昇や生活コストへの影響が懸念 
  7 月  第33回夏季五輪パリ大会開幕、日本は金20個、銀12個、銅13個を獲得
  8 月  第17回パラリンピック開幕、日本は金14個、銀10個、銅17個のメダルを獲得 
  8 月  宮崎沖で震度６弱の地震発生、気象庁が初の臨時情報発表 
  1 月  トランプ米大統領就任、対日関税政策の懸念が高まる 
  3 月  春季労使交渉、賃上げ率が33年ぶり高水準（経団連調査の大手企業アップ率5.58%）

研究委員会報告・ガイドブック

「人と企業の未来を支えるエンゲージメント」研究委員会 （報告書 2025年5月発行）

価値観や働き方の多様化により個人と企業の関係性が変化し、従来の制度やマネジメントでは
対応しきれない課題が多くの企業で顕在化している。企業が従業員とどう向き合い、意欲を高
めていくかが重要なテーマとなっており、本研究ではそのヒントや具体的な取り組みの方向性
について整理を試みた。 
 

「人は何のために働くのか？」という問いを出発点に、エンゲージメントを「仕事と組織に前向きに関わろうとする気
持ち」と定義し、その心理状態と、それを後押しする外部要因の構造を整理した。エンゲージメントを高め、組織に根
づかせるためには、①取り組みの意義に対する共通認識の形成（理解・浸透）、②現状の把握と課題の特定、③具体策の
実施と評価という 3 つのアクションを、全社的な方向性と現場での実践の両輪で進めることが重要である。 

「仕事と介護の両立支援」実践ガイドブック
－発信と把握、そして体制整備−　　　　　　    （2025年3月発行）  

高齢化や人手不足、共働き世帯の増加により働きながら介護を担うビジネスケアラーや介護離
職の問題が深刻化している。2025年4月には仕事と介護の両立支援に関する改正法が施行され、
企業の対応が求められている。会員企業を対象にアンケート調査を実施し、2015年との比較を
通じて進捗や課題を明確化し、新たな取り組み手順や事例を紹介した。

テーマ設定の背景と目的

テーマ設定の背景と目的

調査・研究成果

調査・研究成果

2025年5月

編集　愛知県経営者協会

2025年5月発行

〒460-0008　名古屋市中区栄二丁目10番19号　名古屋商工会議所ビル7階
TEL052-221-1931　FAX052-221-1935

URL https://www.aikeikyo.com

愛知県経営者協会では、「パートナーシップ構築宣言」の趣旨に賛同し、
広く企業に賛同を呼びかけていきます。
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定　　価：2,200円（税込）
会員価格：   770円（税込）

人と企業の未来を支える
エンゲージメント
～ 企業の持続的成長のために… ～

～ 企業の持続的成長のために… ～

人と企業の未来を支える
エンゲージメント

編集　愛知県経営者協会

無断で複製、転載等を禁じます

2025年3月発行

〒460-0008　名古屋市中区栄二丁目10番19号　名古屋商工会議所ビル7階
TEL052-221-1931　FAX052-221-1935

URL https://www.aikeikyo.com

「仕事と介護の両立支援」
実践ガイドブック
－ 発信と把握、そして体制整備 －

2025年3月

「仕事と介護の両立支援」 実践ガイドブック
－ 発信と把握、そして体制整備 －

愛知県経営者協会では、
「パートナーシップ構築宣言」の趣旨に賛同し、
広く企業に賛同を呼びかけていきます。

定　　価：1,650円（本体1,500円＋税10%）

会員価格：   660円（本体   600円＋税10％）

い。数値化しづらい変化こそ、職場のエンゲージメントの兆しであることが多
い。

　このように成果が見えにくい取り組みであるからこそ、「少しでも変化があった
か」「手応えはどうか」を確かめながら、取り組みの意味や目的を都度問い直して
いく姿勢が、エンゲージメント向上の持続性を支えていく。

　繰り返しになるが、これまで紹介してきた3つのアクション――「取り組みの意
義に対する共通認識の形成（＝理解・浸透）」「現状把握と課題の特定」「具体策の
実施とその評価」――は、それぞれが単独で完結するものではなく、互いに関連し
合いながら取り組みを支えていくものである。
　実際の取り組みに落とし込むためには、「どの実施主体（企業／部門・部署）」で
「どのような形で実践していくか」を具体的に考える必要がある。
　以下に、3つのアクションに対応した主な取り組み例を整理した。すでに実施し
ている取り組みや、これから取り組めそうなアクションを照らし合わせながら、自
社の状況に応じた実践のヒントとして活用してほしい。

影響要因
〈目的・目標〉

「仕事」と「組織」に対する前向きな気持ちを後押しする施策例
（施策の意図・ねらい）

・「企業理念・ビジョン・パーパス 等」の策定への、社員による参加
　（当事者意識の醸成）
・「企業理念・ビジョン・パーパス 等」に関する社員同士のディスカッション
　（当事者意識の醸成）

・「社会貢献度・自職場の貢献」に関する社員同士のディスカッション
　（自部門のミッション・ビジョンの明確化）

・顧客／後工程の声のフィードバック（貢献度理解）
・個々の社員との目標管理／方針管理面談（個人に対する役割明示）
・複数部署を若い間に経験(他部門の役割・業務理解)　
　★〈機会・手段〉にも有効

企業理念
ビジョン
パーパス

社会貢献度

企業内における
自職場の貢献度

3つのアクション
具体的なアクション

企業（人事・経営層） 部門・部署（職場）

取り組みの意義に
対する共通認識の
形成
（＝理解・浸透）

影響要因
〈結果・成果のFB〉

「仕事」と「組織」に対する前向きな気持ちを後押しする施策例
（施策の意図・ねらい）

・評価軸統一（納得性（客観性・一貫性）が高い処遇）
・情報開示（透明性の確保）
・1on1／キャリア面談（キャリアを考える機会の提供）
　★〈機会・手段〉〈心理的働きやすさ〉にも有効

・評価者教育（評価の妥当性・納得性の確保）
・評価すり合せ（評価の妥当性・納得性の確保）
・相互評価／360度評価（評価の公平性・納得性の向上）
・社員同士の感謝／賛辞の伝達（ポジティブな評価のフィードバック）

処遇

影響要因
〈機会・手段〉

「仕事」に対する前向きな気持ちを後押しする施策例
（施策の意図・ねらい）

・職場環境・設備への投資と準備
　（業務遂行のためのインフラ整備）

・業務分担の明確化／マニュアル等の整備
　（仕事内容の標準化）

・選択型研修／資格取得支援
　（業務に必要な教育機会の提供・充実）

・キャリアデザイン研修／リスキリング支援
　（職域拡大・新規経験機会の提供）

共に働く「人」

ツール・情報
※キャリア
（経験・ノウハウ）を
含む

※キャリア
（ポスト）を含む

※給与・勤務地・
ポストや権限など、
結果として得られる
「キャリア」を含む

評価
※日常的な声かけ
（認められている
実感）を含む

・社内公募／FA制度／社内副業 など
　（挑戦する気持ちに応える）

制度

・「ジョブ型」人事の導入
　（役割と業務の明確化、現場への権限移譲）

権限・裁量

・
複
数
部
署
を
若
い
間
に
経
験

　
（
業
務
理
解
・
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望
に
沿
っ
た
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動
）

　

 

★〈
目
的
・
目
標
〉に
も
有
効

・管理職教育（部下の成長を支援する上司の育成）

・1on1
　（コミュニケーションの充実・上司と部下のマッチング） 
　★〈心理的働きやすさ〉 〈結果・成果のフィードバック〉
　　にも有効

影響要因
〈働きやすさ〉

安全衛生

・安全基準／規定の作成（安全に対する規範・ルールの整備）
・失敗のデータ化／ヒヤリハット集　など（事故経験（失敗）の教訓活用）
・健康経営の推進／健康増進施策〈産業医助言や食事支援等〉 （社員健康管理の充実）
・復職支援制度（私傷病）の充実（社員の安心感向上）

（メンバーの尊重・周囲のサポート充実）

（相互理解の促進・一体感の醸成）

物
理
的

心
理
的

「組織」対する前向きな気持ちを後押しする施策例
（施策の意図・ねらい）

労働時間/場所

ワークライフバランス

DEI

心理的安全性

人間関係

・
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健
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・経営層の理解とコミットメントの
醸成
・施策の背景や目的を伝える社内発
信（イントラ、社内報など）
・管理職層への勉強会や対話の場
の提供

・管理職が自分の言葉でメンバーに
“意味”を伝える
・ミーティングや1on1などで、取り
組みの目的に自然に触れる
・日々の対話を通じた納得感の醸
成

現状の把握と
課題の特定

・全社的な状態把握と傾向の分析
  （サーベイ、ヒアリングなど）
・現場の声や実感を拾い、全体像を
俯瞰する
・部門単位での振り返りを支援する
ツールやガイドの整備

・1on1や雑談などの日常対話から
違和感や兆しを拾う
・サーベイ結果の読み解きと対話を
通じて意味づけを行う
・チームで気になる変化を言語化・
共有する場を持つ

具体策の実施と
その評価

・全社方針や重点テーマの提示
・職場での実行を後押しするガイド
ラインや好事例の共有
・成功・失敗を問わず取り組みを社
内で共有する文化の醸成

・チームに合った打ち手を自分たち
で考え、実行してみる
・施策の効果を振り返り、日常の変
化をもとに改善を重ねる
・感覚的な変化（雰囲気・会話など）
も手がかりにする

現状の把握と
課題の特定

取り組みの意義に対する共通認識の形成（＝理解・浸透）

具体策の実施と
その評価

・社内報・HP、「ビジョン・社会貢献実践」の事例集　など
　（理解の浸透）

図表3-25 取り組みを深める具体的なアクション例

■3つのアクションの関係性
　これも繰り返しとなるが、3つのアクションは、順番に沿って実施すべき“ステッ
プ”ではない。むしろ、それぞれを行き来しながら継続的に取り組むことが、エン
ゲージメント向上の本質的な取り組みである。
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【「仕事」と「組織」に前向きに関わろうとする気持ち】 【図表3-25　取り組みを深める具体的なアクション例】

ステップ アンケートから得た課題 対応のポイント

【ステップ１】
経営者の
コミットメント

多くの企業では取り組みが担当部署レベルに留まり
経営戦略レベルには至っていない

・経営層が自らの言葉で仕事と介護の両立支援に力を入れることを発信する
・両立支援に力をいれる理由や仕事を辞めずに介護と両立するように促すことが
会社の都合だけではなく、本人のためでもあることを示し説得力を持たせる

【ステップ２】
実態の把握と対応 会社側から能動的に社員の状況把握ができていない

・調査により社員の状況を把握する
・調査や目的、把握したい内容に応じて適した手段を検討する
・受け手の言葉の解釈や意向にも気を配る

【ステップ３】
情報発信

会社側からの能動的な情報発信ができていない
発信する情報が社内制度に関するものに偏っている

・会社側から幅広い層へ「プッシュ型」で積極的に情報発信する
・研修・セミナーは実効性のあるものとなるように仕組みを整備する

【＋αの取組み】
社員の制度使用傾向が変化してきている
人事担当者が介護に関する知識・情報を有してしない
仕事と介護の両立を受けとめる職場環境の整備が必要

・ステップ 2 の情報を基に適宜制度を見直し PDCA を回す
・介護コミュニティ形成により介護にかかわる社員の心理的負担を軽減する
・人事部門への相談体制や外部サービス導入を検討する
・介護問題による課題の表面化を根本的な働き方改革に繋げる機運を醸成する

その他の調査・
研究成果 「高年齢者活躍に関する取組み実態調査報告書」 （2024年5月）
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主な出来事

「よりそうホットライン」の活用を発表
　·	 本会は、従業員の家庭内の問題（介護、育児、子供の不登校、家庭内の不和・暴力など）への対応を支援

するため、（一社）よりそうホットラインが運営する新たな福利厚生制度「よりそうホットライン」の
活用を発表した。

第79回定時会員総会 有馬浩二 ・（株）デンソー会長が就任
　·	 2021年から4年間にわたり会長を務められた大島卓会長が退任され、新たに有馬浩

二・（株）デンソー会長が第18代会長に就任した。

有馬会長、愛知県 古本副知事が名古屋刑務所視察
　·	 2025年7月に、愛知県から刑務所や少年院からの出所者、保護観察中の人々を雇用し社会復帰を支え

る「協力雇用主登録拡大」に向けた要請を受けたことか
ら、有馬会長が古本副知事とともに「名古屋刑務所」を視
察した。なお後日、本会80周年の記念品として同所にス
マートフォンスタンドの制作を依頼し、会員企業に進呈
した。

「愛知県地方版政労使会議」を開催
　·	 愛知県における賃金引上げの機運を一層醸成することを目的に行政・経済団体・労働団体の代表によ

る「愛知県地方版政労使会議」が開かれた。
　·	 大村秀章知事は「価格転嫁と生産性向上を大きな柱として各団体と緊密に連携し、賃上げ環境の整

備に共に取り組んでいきたい」と述べた。有馬会長は、「中小企業では、価格転嫁の停滞により賃上げ
が進まず、人材確保や「稼ぐ力」の強化につながらない悪循環に直面している。これを打開するには、
サプライチェーン全体で創出された価値が適正に評価・
分配される仕組みの構築が不可欠である」と述べた。最後
に、政労使が一体となって賃上げの実現に取り組むこと
を決意し、「愛知県地方版政労使会議共同メッセージ～価
格転嫁にこだわる！～」を発信した。

5月

4月

10月

2月

  4 月  大阪・関西万博が開幕（4月13日～ 10月13日） 
  7 月  猛暑により電力需給・労働環境・健康への影響が深刻化
  9 月  高齢者人口の増加が顕在化、医療・介護体制の逼迫が社会課題として浮上
11 月  COP30（国連気候変動枠組条約締約国会議）にて気候変動対策が焦点に
  3 月  春の労使交渉で賃上げ率が高水準を維持、賃金と物価の好循環定着が課題

社会経済
の動き

2025年度
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  4 月  大阪・関西万博が開幕（4月13日～ 10月13日） 
  7 月  猛暑により電力需給・労働環境・健康への影響が深刻化
  9 月  高齢者人口の増加が顕在化、医療・介護体制の逼迫が社会課題として浮上
11 月  COP30（国連気候変動枠組条約締約国会議）にて気候変動対策が焦点に
  3 月  春の労使交渉で賃上げ率が高水準を維持、賃金と物価の好循環定着が課題

研究委員会報告・ガイドブック

「AI協働時代に企業の競争力をどう高めるか」　研究委員会 （報告書 2026年5月発行）

AI技術の急速な進化に伴い、企業にはAI活用の推進に加え、人とAIが協働する時代を見据えた
人材の役割や価値の再定義が求められている。こうした変化への対応は避けて通れない経営課
題であり、本テーマはその重要性の高まりを背景に設定した。本研究では、AI活用の段階に応
じた示唆と、人が担うべき価値・能力の整理を通じて、企業の具体的な取り組みの方向性を示す
ことを目的とした。

 
本研究では、AI活用の現状や企業間の進捗差、導入に伴う課題を整理したうえで、AI活用の第一歩から導入・浸透
に至る具体的な進め方や実践事例を体系的に提示した。さらに、AIが一般化した将来を見据え、人とAIが協働する
中で発揮すべき「人ならではの価値」とその価値発揮のために備えるべき能力を明確化するとともに、それらを育む
人材育成や組織文化、経営層・マネジメント層のあり方について多面的に整理した。
加えて、企業が直面する環境変化への対応や持続的な競争力強化に向けた実践的な方向性を提示するとともに、その
具体化に向けた検討の視点も整理した。

「コロナ禍における対策・対応事例集」
～コロナ禍を振り返り、次の感染症に備える～ （2026年3月発行）  

新型コロナウイルスの流行を契機に、企業では感染症対策やテレワーク導入など働き方の見
直しが進んだ。しかし、感染症リスクは現在も残っており、人手不足や業務停滞への備えと
して BCP の整備は重要であるが、取り組みの動機や情報は十分とは言えない。本調査は事例
の整理と共有を通じ、各企業の実務に活かせる知見を提供し、感染症 BCP の立案・見直しに
資することを目的とした。

 
本調査では、コロナ禍における企業の感染症対策や事業継続への対応を事
例として整理し、課題や有効な取り組みを明らかにした。その結果、経営
トップや統括部署からの情報・メッセージ発信や、作成した計画を常にア
ップデートする姿勢等が重要であること、また当時の記憶や記録、担当者
が残っている今のうちに、振り返りや備えを固めるべきことが確認された。
また、これらの緊急時の対応がその後の事業拡大、効率化、企業ブランド
の確立のチャンスにつながる例が少なくないことも示された。

テーマ設定の背景と目的

テーマ設定の背景と目的

調査・研究成果

調査・研究成果

【図表3-3　人ならではの価値】

【感染症対応のポイント】

2026年5月

編集　愛知県経営者協会

2026年5月発行

〒460-0008　名古屋市中区栄二丁目10番19号　名古屋商工会議所ビル7階
TEL052-221-1931　FAX052-221-1935

URL https://www.aikeikyo.com

無断で複製、転載等を禁じます
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定　　価：2,200円（税込）
会員価格：   770円（税込）

AI協働時代に

～AI 導入の第一歩から、
　競争力の源泉となる人ならではの価値発揮まで～

企業の競争力をどう高めるか

AI協働時代に

～AI 導入の第一歩から、
　競争力の源泉となる人ならではの価値発揮まで～

企業の競争力をどう高めるか

「コロナ禍における対策・対応事例集」
～コロナ禍を振り返り、次の感染症に備える～

2026年 3月

● 前例のないことでも筋書きを作って進められること
● 独創的なアイディアを出せること
● アイディアを仲間とかけ合わせられること

● 信頼や安心感を蓄積できること
● 感情を察して共感できること
● 感情を揺さぶり動かせること

● 言語化困難（五感が絡むなど）な暗黙知の技術・知識
　・感覚をもとに作業・対応・判断できること
● 暗黙知の技術・知識・感覚を伝承できること

①新たな道を作ること ②感情が関わること ③暗黙知が必要なこと

方針共有

対応体制

人材面

対応手段

波及効果

トップ発信・情報共有の徹底

柔軟運用・動的BCP

意識統一・コミュニケーション確保

DX・テレワーク活用

効率化・組織力強化・企業価値向上

区分 内容
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2016年以降の日本経済と賃上げは、企業収益環境と人材確保戦略の変化に強く連動してきた。2016年から2019
年は景気回復と企業収益改善が進んだが、デフレマインドや低インフレの下で、春季労使交渉における賃金の
アップ率は 2％前後にとどまった。2020年から2021年はコロナ禍により業績の不確実性が高まり、企業では雇用
調整助成金を活用した雇用維持が優先された。2022年以降は、コロナ禍で落ち込んだ経済の再開、ロシアによる
ウクライナ侵攻を契機とした資源・エネルギー価格の高騰などを要因とする物価上昇、労働力人口の減少を背景
とする人手不足の常態化に加え、政府の賃上げ要請もあり、賃金は「コスト」から「投資」へと位置付けが変化した。
2024年、2025年のアップ率は4％を超える高水準となり、人材確保・定着を目的とした賃上げが広がった。 

■賃金交渉の推移（本会調べ）

■賞与交渉の推移（本会調べ）

数字で振り返る10年 ～日本経済と賃上げ～ 
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■実質経済成長率の推移

■完全失業率と有効求人倍率（愛知県）

■労働委員会・労働審判 新規受付事件数（愛知県）

■消費者物価指数の推移

■地域別最低賃金の推移（愛知県）

2020 年＝ 100
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■愛知のモデル賃金（本会調べ） （円）

モデル条件
2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度職

種
学
歴
職
掌
年齢
〔歳〕

勤続
年数
〔年〕

扶養
家族
〔人〕

総
合
職

大
学
卒

事
務
／
技
術
部
門  

22 0 0 203,572 205,230 206,507 207,261 206,671 209,360 208,953 214,789 222,901 233,929 

25 3 0 222,934 223,870 224,500 225,322 226,641 227,115 227,414 232,181 240,905 251,011 

30 8 2 273,691 275,100 276,269 277,351 283,518 278,407 276,997 280,906 289,259 300,154 

35 13 3 323,647 326,229 324,931 323,536 327,089 325,827 323,640 326,419 333,994 347,317 

40 18 3 375,425 378,462 382,178 377,317 379,645 382,722 377,566 376,528 386,560 403,364 

50 28 3 466,181 465,211 468,646 460,659 460,517 470,588 461,214 461,858 475,188 493,012 

60 38 1 473,429 469,966 463,645 467,507 469,365 477,467 475,260 465,535 474,221 498,320 

現
業
職

高
校
卒

現
業
部
門

18 0 0 169,303 171,946 173,038 174,469 175,783 176,175 176,909 181,135 188,367 198,706 

22 4 0 189,899 193,940 194,705 196,461 196,359 197,154 198,868 203,086 209,810 221,067 

25 7 0 208,140 210,179 211,220 211,351 214,011 214,794 214,845 220,923 227,832 237,849 

30 12 2 251,716 254,698 256,246 255,472 256,646 258,876 258,334 263,726 269,620 280,017 

35 17 3 288,965 293,886 292,399 292,906 295,450 296,400 298,018 297,716 307,333 317,470 

40 22 3 328,525 331,824 330,168 333,466 337,911 337,879 336,601 339,474 351,082 359,974 

50 32 3 397,807 398,348 396,574 397,355 399,527 397,813 400,981 402,129 410,804 424,197 

60 42 1 402,123 401,681 403,264 404,137 410,159 410,147 408,973 407,360 406,729 428,659 

一
般
職

大
学
卒

事
務
部
門

22 0 0 186,540 187,842 187,450 191,700 190,853 192,344 191,058 198,107 207,618 213,682 

25 3 0 199,910 200,476 200,273 203,877 203,047 205,064 203,849 211,617 220,153 228,375 

30 8 0 227,581 227,811 227,418 231,856 229,920 233,382 231,477 238,214 247,438 255,385 

35 13 0 251,438 250,953 254,175 256,971 256,292 258,015 256,264 263,945 272,812 278,406 

40 18 0 278,471 282,968 283,222 288,105 283,579 286,044 281,341 293,009 302,360 304,431 

50 28 0 320,604 318,404 322,123 327,095 318,222 327,362 324,011 334,654 348,049 346,532 

60 38 0 310,543 318,475 328,083 332,137 326,951 319,307 334,371 335,948 359,761 351,575 

高
校

事
務
部
門

18 0 0 162,990 165,013 166,000 168,745 165,789 168,492 168,583 175,772 182,612 194,004 

22 4 0 180,295 181,180 182,470 185,611 183,762 185,387 186,125 192,609 200,595 210,856 

25 7 0 194,773 196,385 195,385 198,651 198,221 199,465 200,001 207,083 212,405 226,565 

30 12 0 217,406 220,143 220,874 223,888 223,498 226,169 227,116 232,459 239,265 250,500 

35 17 0 238,098 244,591 244,004 247,554 250,053 249,974 251,869 254,892 261,955 274,437 

40 22 0 258,710 268,487 269,497 275,764 272,829 273,792 276,238 279,732 288,967 302,527 

50 32 0 285,898 306,448 307,836 315,181 308,004 307,235 317,124 314,986 325,049 342,721 

60 42 0 286,993 309,561 305,751 319,012 318,187 309,943 325,731 331,732 343,118 344,478 
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＜高校卒・現業職＞

＜大学卒・総合職＞
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歴代の会長・副会長　2016年～現在

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 現在

会
長

清水 順三 豊田通商㈱

加藤 宣明 ㈱デンソー

大島  卓 NGK㈱

有馬 浩二 ㈱デンソー

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　  

副
会
長

中村 捷二 ㈱サーラコーポレーション

佐伯 外司 小島プレス工業㈱

茶村 俊一 Ｊ.フロントリテイリング㈱

水野 明久 中部電力㈱

豊島 俊明 豊島㈱

嶋尾  正 大同特殊鋼㈱

安井 香一 東邦ガス㈱

金子  慎 東海旅客鉄道㈱

大島  卓 NGK㈱

大西 哲郎 名古屋鉄道㈱

冨成 義郎 東邦ガス㈱

石黒  武 大同特殊鋼㈱

加藤 宣明 ㈱デンソー

髙木 英樹 名古屋鉄道㈱

山本 良一 Ｊ.フロントリテイリング㈱

巣山 芳樹 東海旅客鉄道㈱

相羽 繁生 ㈱東郷製作所

勝野  哲 中部電力㈱

岩瀬 隆広 愛知製鋼㈱

安藤 隆司 名古屋鉄道㈱

増田 信之 東邦ガス㈱

神野 吾郎 ㈱サーラコーポレーション

丹羽 俊介 東海旅客鉄道㈱

林  欣吾 中部電力㈱

武田 健太郎 東海旅客鉄道㈱

水谷  仁 中部電力㈱

三輪 芳弘 興和㈱

有馬 浩二 ㈱デンソー

小林  茂 NGK㈱

佐々木 敏春 中部電力㈱

山碕 聡志 東邦ガス㈱

（注）2026年4月現在

2013/5/23

2017/5/25

2021/5/27

2025/5/22

2001/5/10

2003/5/20

2006/7/27

2010/7/22

2010/11/25

2014/7/24

2015/5/28

2015/7/23

2016/9/21

2016/9/21

2017/5/25

2017/5/25

2018/7/26

2018/9/27

2019/5/23

2021/5/27

2021/7/29

2022/5/26

2022/5/26

2023/7/27

2024/5/232024/5/23

2024/5/23  2025/5/22

2023/5/25  2024/5/23

2022/6/23  2023/7/27

2025/5/22

2025/5/22

2025/5/22

2017/5/25

2021/5/27

2025/5/22

現在

2022/5/26

2018/9/27

2017/5/25

2019/5/23

現在

2018/7/26

2021/5/27

2017/5/25

現在

2022/5/26

現在

2021/6/25

2022/6/23

現在

2023/5/25

2025/5/22

現在

現在

2025/5/22

現在

現在現在

現在

現在

現在

2025/3/27 5/222025/3/27 5/22

2017/3/23 5/252017/3/23 5/25

2013/5/23  2016/9/21

2011/5/26   2016/9/21
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編集後記

　本会が創立 80 周年という大きな節目を迎えるにあたり、会員の皆様ならびに関係諸機関の皆様から
これまで賜りました温かいご支援とご協力に、心より御礼申し上げます。

　本 80 年誌では、この 10 年間の活動を振り返るとともに、企業経営と人事労務を取り巻く環境がいか
に大きく変化してきたか、そしてこれからの時代に求められる視点や対応について、改めて考える機会
となることを願っております。

　この 10 年は、新型コロナウイルス感染症の世界的拡大という未曾有の危機に直面し、企業活動や働
き方に劇的な変化をもたらしました。リモートワークの普及やデジタル化の進展は、従来の常識を大き
く塗り替え、私たちの働き方に新たな可能性をもたらしました。同時に、生成 AI をはじめとする技術
革新が急速に浸透し、業務の高度化・効率化だけでなく、人の役割そのものの再定義を迫っています。

　また、長年続いた低賃金・低物価の時代から一転し、ここ数年は賃上げと物価上昇が同時に進行する
構造へと変化しています。これは企業経営に新たな課題を突き付けると同時に、働く人々の生活や意識
にも大きな影響を与えています。

　さらに、人々の価値観の多様化が一層進展し、働き方もまた多様化しています。従業員一人ひとりの
希望や事情に寄り添った柔軟な制度設計が求められる一方で、組織としての一体感や生産性の確保との
両立が重要なテーマとなっています。加えて、人口減少の進行による構造的な人手不足は一段と深刻化
しており、多様な人材の活躍推進に加え、外国人材との共生・協働も不可欠な課題となっています。

　こうした環境変化は不可逆的であり、その舵取りにはこれまで以上に企業労使双方の知恵と決断が求
められます。不確実性の高い時代にあってこそ、持続的な成長と安心して働ける社会の実現に向け、着
実な取り組みを重ねていく必要があります。

私ども愛知県経営者協会は、これからも会員企業の皆様の実践に寄り添い、課題解決に資する情報提供
や提言、交流の場づくりに努めてまいる所存でございます。今後とも変わらぬご指導、ご支援を賜ります
ようお願い申し上げます。

2026年7月
愛知県経営者協会

専務理事兼事務局長　光行恵司

〒 460-0008　名古屋市中区栄 2-10-19　名古屋商工会議所ビル７階
TEL 052-221-1931　info@aikeikyo.com　https://www.aikeikyo.com/
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